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１ センター構想の背景
１－１ 能動的学習のニーズ
大学教育のユニバーサル時代を迎え、学習能
力・学習ニーズ・学習意欲など広範にわたり学
生の多様性が顕著になっている。多様な学生を
受け入れつつ、大学には一定水準の教育成果が
求められている。今世紀に入り出された大学教
育に関する中教審の答申は、総じて大学の教育
力向上あるいは大学教育改革の必要性を強調し
ている。日本と同様に大学教育がユニバーサル
段階に入っている米国において、教育効果が顕
著な７つの教育方法（High Impact Practices）
をアメリカ大学協会（AAC&U）がまとめてい
る。そこでは学生を主体的・能動的にさせる体
験型の教育方法として、PBL（Project-Based
Learning）やサービス・ラーニングと呼ばれ
る学習活動が注目されている。
サービス・ラーニングはわが国においても
１９９０年代後半より注目されるようになった。
２００２年度中教審答申に、「大学などにおいては
（中略）正規の教育活動として、ボランティア
講座やサービス・ラーニング科目、NPO に関
する専門科目等の開設やインターンシップを含
め学生の自主的なボランティア活動等の単位認
定等を積極的に進めることが適当である」等と
述べられている。その後、学生の自主性を伸ば
特集論文「アクティブ・ラーニング」
１ ２０１２年春、学士課程教育機構内にサービス・ラーニングなど参加・参画型の授業外学習活動を支援する組織体
制の在り方を検討するワーキンググループがつくられた。本稿は、同年１２月に提出されたワーキングループ答
申（報告書）をまとめたものである。
特集論文「アクティブ・ラーニング」 ２５
す取り組みに対する文部科学省の支援政策は、
大学教育改善推進事業として展開される。関西
国際大学の「初年次サービスラーニングの取り
組み～学士課程における複合的・重層的サービ
スラーニングの展開～」（２００８年度採択）、同志
社大学の「プロジェクト・リテラシーと新しい
教養教育～課題探求能力を育成する PBL 教育
の方法論的整備～」（２００９年度採択）など、GP
事業においてもサービス・ラーニングや PBL
をキーワードとした教室外の活動を重視する実
践が数多く採択されている。また、２００７年度か
ら２００９年度にかけて経済産業省が実施した、
「社会人基礎力育成・評価手法開発事業」で
は、１９の大学がモデル校として採択され、PBL
を中心としたアクティブラーニングを通しての
社会人基礎力の育成と評価を試みている。
さらに、２０１２年６月に出された大学教育改革
プランでは、地域再生の核となる大学づくり、
いわゆる COC（Center of Community）構想
の推進が大きく強調された。地域との連携を発
展・深化させる取り組みは本学にとって重要で
あり、サービス・ラーニングのような実地学習
を支えるセンターの設置検討は時代の要請のよ
うに思われる。
１－２ 本学の現状
本学では学習者の多様化に対し、２０００年に教
育・学習活動支援センター（Center for Excel-
lence in Teaching & Learning，以下 CETL と
略す）を設置し、以来、CETL を中心に FD 活
動を進めてきた。その中で、２００８年には三重大
学高等教育創造開発センターが取り組んでいる
PBL について勉強会を持ち、同年の全学 FD
フォーラムでは静岡県立大の事例紹介を中心に
PBL に関する分科会を開催した。これらは２０１０
年のカリキュラム改訂に際して経営学部のグ
ループ演習開設の布石となった。さらに、２０１４
年のカリキュラム改訂に向けて、２０１２年１月に
は広島大学のハーモナイゼーション PBL と呼
ばれる手法を体験的に学ぶワークショップを開
催した。
また、八王子市内の大学が連携した現代 GP
「八王子未来学」プロジェクト（２００７年度採
択）への参画を機に、地域との連携が進み、い
くつものプロジェクトが企画・推進されてき
た。行政側も学生の町興しに期待し、その声を
吸い上げる場を設けるようになった。経済学部
の西浦ゼミは PBL 型の手法を取り入れ、八王
子のまちづくりコンテストで市政提案を行い４
年連続で優勝をしている。その中でも、２００８年
１２月のまちづくりコンテスト「学生と市長との
ふれあいトーク」で最優秀賞を獲得した「学生
手作りの食育絵本の作成プロジェクト」は市の
共同事業として実現し、八王子市内の約７０小学
校に配布され、市長から感謝状が届けられた。
加えて、文学部の社会調査実習Ⅰ（担当：小林
和夫）、社会調査実習Ⅱ（担当：井上大介）、教
育学部の宮崎ゼミなど、授業の一環として地域
連携を進める取組も、少数ながら開講されてい
る。
インターンシップに関しては、キャリアセン
ターを中心に様々な企業インターンシップ先が
開拓されている。さらに、経済学部の海外イン
ターンシップ、教育学部の学校インターンシッ
プなど、専門科目として単位化されたプログラ
ムも整備されてきた。加えて、今までも課外で
は様々なボランティア活動が自主的に取り組ま
れてきたが、東日本大震災を機に、２０１１年度後
期より「社会貢献とボランティア」という共通
科目（２単位）が新設されるなど、ボランティ
ア活動の単位化も試行されている。同科目で
は、ボランティア体験に加えて、事前講習、計
画書の作成・指導、日誌や小論文の作成を組み
合わせることで教育効果を高めようとしてい
る。
このように実地体験型の学習は学部や部局あ
るいは教員個人が主導して取り組まれてきた
が、現在のところ大学側が組織的・包括的にそ
れらを調整・一元管理するものにはなっていな
い。地元地域との関連を重視した COC への要
２６
請が大きくなる中、本学としては地域に題材を
求めた PBL／サービス・ラーニング系科目の
増加が急務である。さらに、能動的学修として
の成果を保証するために、既存科目の内容整理
と厳格な単位化の促進が求められる。こうした
学内外のニーズを背景に、２０１４年度のカリキュ
ラム改訂に向け、授業外での体験学習を単位化
する仕組みや支援体制を検討する必要性が認識
され、ワーキンググループ（以下 WG と略す）
が結成された。
２ 調査と検討
本学におけるセンターの在り方を検討するに
あたり、WG では国内で先行するいくつかの大
学の取組を聞き取り調査することにした。本節
では、まず調査から得た知見について検討し、
次に本学における実地体験・社会貢献型学習の
捉え方を整理する。
２－１ 調査のまとめ
２０１２年８月から１２月にかけて、WG のメン
バーが手分けして訪問、聞き取りを行った。調
査した大学は、関西国際大学、立命館大学、早
稲田大学、立教大学、フェリス女学院大学、千
歳科学技術大学の６校である。各大学の特徴を
以下にまとめる。
関西国際大学
関西国際大学では、初年次教育の中核にサー
ビス・ラーニングを位置付けている。１年次前
期に選択必修化している「サービス・ラーニン
グⅠ」は、社会貢献活動を通じて人間関係調整
力と自己発見力の育成を目指している。サービ
ス・ラーニングⅠを踏まえ、専門基礎知識の統
合化を意図して、座学（通常の授業科目）と教
室外活動（サービス・ラーニング）を連関させ
たプログラムを年次進行で用意している。特徴
的なのは、サービス・ラーニングを共通科目で
はなく、学科専門科目に置くことで、学科専攻
の複数の科目との連携を可能にしている点であ
る。なお、サービス・ラーニングの運営組織と
して、サービスラーニング室を設けている。
立命館大学
立命館大学では、１９９９年より産業社会学部で
開講したボランティアコーディネーター養成プ
ログラムが発展し、２００４年にボランティア・セ
ンターが設立された。その後、２００８年の共通教
育推進機構の設立と同時に、サービス・ラーニ
ングセンターと名称を変更した。現在、ボラン
ティアコーディネーター養成プログラム（５科
目１０単位）と共に、教養科目としてシティズン
シップ・スタディーズⅠ（２単位）、地域参加
学習入門（サービスラーニング入門）（２単
位）など、複数の科目に９００名が履修登録して
いる。正課プログラムを中心に、センターが運
営する形でインターンシップやボランティア学
習を含むサービス・ラーニングを提供してい
る。
早稲田大学
建学の精神に基づき、大学として社会に貢献
できる人材を輩出する目的で、学長の肝煎りで
２００２年に WAVOC（早稲田大学ボランティア
センター）は開設された。全学に開かれた共通
科目としてのオープン科目は単位認定され、
様々な領域のボランティアに関する知識を座学
として学ぶ。そして、関心を持つ領域のボラン
ティアに参加するためのプロジェクト科目が複
数用意される。ただし、プロジェクト科目の選
択は任意であり、単位認定もなされない。たと
えば、座学であるオープン科目「環境とボラン
ティア」を履修し（２００名程度）、環境保護に関
心をもった学生がプロジェクト科目の中から任
意に「エコミュニティ・タンザニア」というプ
ロジェクトを選んで参加（２０名程度）してい
る。企業からの寄付金によって運営されるプロ
ジェクトもあり、大規模なボランティア・セン
ターである。
特集論文「アクティブ・ラーニング」 ２７
立教大学
立教大学ではボランティア・センターとは別
にサービス・ラーニングセンターの開設を準備
している。調査訪問時点（２０１２年８月）では、
まだ新センターが構想段階であることから、伝
統ある立教大学ボランティア・センターの活動
についてインタビューした。共通科目にボラン
ティア入門を開講している他は、オリエンテー
ション期間中にセンターの紹介を行うのが、正
課との関係である。センター独自のボランティ
アプログラムを持つが、それ以外はセンターに
登録している外部団体からのボランティア募集
情報を学生に紹介する程度である。
フェリス女学院大学
奉仕・体験活動を重視する２００２年の中教審答
申と、ボランティア支援組織についての学生側
の要望を踏まえ、２００３年にボランティア・セン
ターが開設された。ボランティア・センター
は、ボランティア活動を希望する学生の問合せ
や相談に応じ、ボランティア活動場所とのマッ
チングを行う。また、モニタリングを通して、
活動中の学生を支援し、活動状況を知ることと
並んで、活動先で得られた経験の共有化に努め
ている。活動終了後は、学生による自己評価を
促し、リフレクションを通して学生の成長を目
指している。企画・運営に関して学生スタッフ
を積極的に育成・活用しているのが特徴的であ
る。
千歳科学技術大学
千歳科学技術大学では、サービス・ラーニン
グというより、学内インターンシップ型の学生
参加を組織化している。もともと学内の事務処
理ニーズに応じたプログラム開発を課題として
行う PBL を、課外活動にまで拡張した取り組
みである。このラボに参加した２年生が、学外
からのニーズ（たとえば高校生向けのインター
ネット教材開発）にボランティア（あたかもク
ラブ活動のように）で取り組む。すでにラボを
経験した３年生がリーダーとして面倒をみる。
そのリーダーたちを統括するのが４年生であ
り、彼らはインターンとして責任を与えられ
る。はじめは自分でアプリを開発したいと思っ
て参加したラボ体験から、チーム作業を経験
し、上級生になってリーダーシップを磨く一連
の体験学習は、学生を大きく成長させ、就職活
動に良い影響を与えている。
２－２ 本学のサービス・ラーニング的取り組
み
本年８月末に出された中教審大学分科会答申
「新たな未来を築くための大学教育の質的転換
に向けて」では、アクティブラーニングの例と
してサービス・ラーニングを挙げている。アメ
リカの国立サービス・ラーニングクリアハウス
のホームページでは、サービス・ラーニングを
「学習経験を豊かにし、市民としての責任を教
え、コミュニティーを強化するための教示と省
察を伴う、意味ある社会貢献を統合する教授と
学習の方略である」と説明している。確かに、
大学が拠って立つ地域に貢献し、地域社会との
協働を通じて学生の成長を図ろうとする教育実
践は、ますます重要になっている。
宮崎ら（２０１３）はサービス・ラーニングの実
践を、①学生の研究課題と社会貢献が関連して
いる純粋型、②調査や研究をもとに社会貢献を
進める学科ベース型、③地域の課題を解決する
過程で学んだことを授業理解に活用する課題解
決型、④既習事項を実社会の中で総合的に実践
し、学びをさらに深める総括型、⑤職場体験を
学習に活かすインターンシップ型、⑥実地調査
の方法を実践的に学ぶ実地調査型、という６つ
の類型に整理している。いずれの型も、大学で
学んだことの活用、そして活用を通じての学習
の深化あるいは発展が意図される。ここに、
サービス・ラーニングが大学の単位として認め
られる大きな理由がある。
宮崎の類型に、本学における現状を当ては
め、表にまとめた。いくつかの学部の複数のゼ
２８
ミが純粋型と思われるプロジェクト学習を基調
としている。本学で学科ベース型に近い取り組
みとして経営学部のグループ演習がある。１年
後期もしくは２年前期に履修が義務付けられた
科目だが、学生は２年次以降の専門科目学習の
導入として、経営学に関連するテーマについて
グループで調査し発表する。ただし、発表内容
が必ずしも社会貢献に結び付くとは限らず、
サービス・ラーニングより PBL と考えられ
る。課題解決型に近いものに、共通科目の「社
会貢献とボランティア」がある。これはボラン
ティアとして社会貢献することが主目的であ
り、その体験を後の学期でどのように生かすか
は明確ではない。必ずしも学部・学科で学んだ
知識の活用は必須とされない。
総括型に合致するものも見あたらない。教育
学部の学校インターンシップは、結果として総
括型になることも考えられるが、多くの場合、
学生が主体的に既習事項を活用する役割は与え
られていない。インターンシップ型も、キャリ
ア科目のインターンシップでは社会貢献が目的
とはされず、サービス・ラーニングと位置付け
るのは難しい。むしろ経済学部などが行ってい
る海外インターンシップが、この類型に近いと
思われる。実地調査型に近似の取り組みとして
は、文学部の「社会調査実習Ⅰ・Ⅱ」がある。
とくに、社会調査実習Ⅰ（新カリキュラム名：
サーベイ調査実習）では、２００９年以来、創価大
学生の勉学、社会・生活意識、クラブ活動な
ど、学生の実態を学生自身が調査して計量的分
析を行い、公開で改善点の発表を行っている。
しかし、学外の社会貢献までを射程に入れた取
組みとはいえない。
２－３ 本学におけるサービス・ラーニングの
捉え方
今回の聞き取り調査では、サービス・ラーニ
ングに限らず多様な名称で地域と連携する、
様々なアクティブラーニングが実践されている
実態が明らかになった。たとえば立教大学のボ
ランティア・センターが支援するボランティア
活動は、地域から必要とされる活動ではある
が、社会貢献から何かを目的的に学ぶというよ
り、役立たせていただくという意識が強く、カ
リキュラムとの接続は弱い。千歳科学技術大学
の場合、カリキュラムとの接続は強く、地域の
ニーズに応える活動ではあるが、学生たちが進
んで地域のニーズを探り、プロジェクトとして
取組むというより、先輩にリードしてもらって
コンピュータプログラムや電子教材づくりを楽
しみ、結果として地域に貢献しているという側
面が強い。フェリス女学院大学は、先輩が後輩
表 本学のサービス・ラーニング系科目
サービス・ラーニングの類型 サービス・ラーニングではないが、開講科目の中で類似のもの
①純粋型：
学生の研究課題と社会貢献との関連づけ
西浦ゼミ・宮崎ゼミ（専門科目必修：２・４単位）
②学科ベース型：
調査や研究をもとに社会貢献
経営学部グループ演習（専門科目選択必修：２・４単位）
③課題解決型：
地域の課題を解決する過程で学んだことを活用
社会貢献とボランティア（共通科目：２単位）
④総括型：
既習事項を実社会の中で総合的に実践
学校インターンシップ（専門科目選択：２・４・６・８単位）
⑤インターンシップ型：
職場体験
インターンシップ・海外インターンシップ・海外ボランティア
⑥実地調査型：
フィールド調査方法の実践的理解
社会調査（専門科目選択：２・４単位）
特集論文「アクティブ・ラーニング」 ２９
の面倒をみる活動自体がセンターの活動の中に
組み込まれており、学生参画の教育プログラム
としての色彩が強い。
立命館大学の場合、単位修得型のボランティ
ア学習からスタートし、地域貢献を目的とする
サービス・ラーニングやインターンシップにま
で、プログラムを展開している。早稲田大学で
も単位認定の科目からスタートし、単位認定さ
れないボランティア活動に向かって、学生の自
主性に任せた仕組みになっている。一方、関西
国際大学は初年次教育の一環としてサービス・
ラーニングを導入し、単位認定を前提とした科
目として積極的にカリキュラムの中に位置づけ
を図っている。
このように社会貢献やボランティアを通じた
学習であるサービス・ラーニングといっても、
そのプログラムは多様である。宮崎ら（２０１３）
はサービス・ラーニングの多様性を認めつつ、
①実社会・地域において、必要とされる貢献活
動であり、地域からの支持あるいは関与が期待
されるものであること、②学校教育のカリキュ
ラムと統合し、それを発展させるものであるこ
と、③体験の振り返りを含むよく計画されたプ
ログラムをもつこと、の３つがサービス・ラー
ニングの共通要件として強調されるとしてい
る。
今回の調査では、これら３要件を十分に満た
していないものの、学生たちは能動的に学修す
るアクティブラーニングの範疇に入るものが多
かった。また、本学で展開されているサービ
ス・ラーニング的な取組も、必ずしも３要件を
満たすものではない。そこで、本学では正統的
なサービス・ラーニングを含めて、より広義な
実地体験型のアクティブラーニングを推進する
センターの創設を目指すのが適当と考える。
３ 提案
前節で現状を概観したが、一過性のイベント
としての扱いは別にして、カリキュラム上に設
置された科目は継続性が必要である。履修要項
に科目名があるにもかかわらず、当該年度学生
が在籍期間中に一度も開講されない科目であっ
てはいけない。プロジェクトを行う科目を開設
する以上、それに相応しいプロジェクトを常時
用意する必要がある。
プロジェクトによっては学期を超えて長期に
続くものも考えられ、場合によっては先輩から
後輩に引き継がれるケースもあろう。これは
サービス・ラーニングのように、地域ニーズの
探索からはじめて、プロジェクトを創出するタ
イプのものだけでなく、地域や企業のニーズに
応じたプロジェクトでもありうることであろ
う。それでも学期内に評価可能な成果を出せる
ように調整する必要もある。特に、学期をまた
ぎ、あるいは複数年次にわたる長期のプロジェ
クトでは、関わる教員も学生も個人単位では継
続性が担保できない。センター設置が必要な理
由の一つである。
今回取材した大学では、事前に企業や地域か
らプロジェクトのテーマを募集し、あるいはセ
ンターや担当者が地域や企業と一緒にプロジェ
クトを創り出し、複数のプロジェクトを用意し
て学生に選択させる取り組みが一般的であっ
た。当初は教職員の個人的繋がりで始まる取り
組みであっても、組織として相手方と新たな繋
がりを持つことで、特定の教員個人に属するプ
ロジェクトから、より多くの教員や学生が利用
できるプロジェクトに整備・発展させることが
できる。立教大学（経営学部）や京都産業大学
（コーオプ教育）などに代表される企業ニーズ
に対応した PBL、あるいは同志社大学（PBL
センター）や関西国際大学（サービス・ラーニ
ングセンター）などに見られる地域ニーズに対
応し、取り組む期間やゴールが明確な複数のプ
ロジェクトを用意するためには、複数のプロ
ジェクトを調整・統括する組織的支援が必要で
ある。
そこで、２０１４年度のカリキュラム改訂に合わ
せ、２０１３年度中に新規科目の開設準備や既存の
３０
科目の改良を行い、２０１４年度からの新カリキュ
ラムを支援する形で、サービス・ラーニングを
含む実地体験・地域貢献型学習を推進するセン
ター（仮称 Service Learning Center : SLC）の
開設を提案する。
開設に当たっては、中教審大学審議会が推奨
する PBL やインターンシップなど、多様なア
クティブラーニングを積極的に支援すること
で、学生だけでなく教員にも教室と現場、大学
と実社会との関連を意識させたい。また、学生
の体験を学習に変える指導方法を FD として教
員に紹介・訓練したい。そのために SLC は
CETL との協働が必要不可欠であり、学士課程
教育機構内に CETL と同格もしくは CETL の
下部組織として設置するのが妥当と考える。
SLCの機能
SLC は当面、大きく２つの役割を担うこと
とする。
①共通科目内の実地教育・コミュニティ連携型
学習活動の支援
専門科目における PBL やインターンシップ
は学部教育の責任で実施するものとし、SLC
は直接の運営や支援は行わない。ただし、学外
のプロジェクトニーズに関する全学的な情報共
有を進め、必要に応じて学部間のプロジェクト
の調整など、学士課程全体としての実地教育・
コミュニティ貢献学習の普及・推進を図る。
学士課程教育機構内に SLC を設けること
で、共通科目にサービス・ラーニングやボラン
ティア学習の概論科目を置くことができる。早
稲田大学や立命館大学のように、導入としての
座学を用意することが、広範な学生の参加を促
すことになろう。
②学習活動記録システムの提供
実地・実習体験を学習体験として振り返り、
記録するシステムを提供する。個人情報保護に
留意しつつ、先行プロジェクトの記録、とくに
先人の取り組みから学ぶことは、自分たちのプ
ロジェクトの遂行に役立つだけでなく、個々の
学生の学びを深める上でも有益である。
また、順次システム構築を進めることで、ボ
ランティアやインターンシップの記録や振り返
りも含めた Authentic Learning Portfolio を学
習データベースに組み込み、就職活動などにも
役立てたい。さらに、この Portfolio をもとに
経験を単位化するためのコンサルテーションの
提供も将来の課題としたい。
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